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【別紙２】 

墨田区介護保険条例の一部を改正する条例概要 

 

１ 保険料率の改定 

  第７期介護保険事業計画の策定により第１号被保険者に係る平成３０年度から平

成３２年度までの保険料率について、第１３段階の被保険者の区分を合計所得金額

に基づいて更に区分するとともに、各段階の保険料率を次のとおり改定する。 

被保険者の区分 
現   行 改 正 案 

保険料率 
保険料率 

（H30～H32） 

第１段階 (割合(※)０．４５) 
被保険者が老齢福祉年金受給者で、世帯員全員が住民税非課税の者、生
活保護法に定める被保護者、被保険者の世帯員全員が住民税非課税で、
公的年金等の収入金額及び合計所得金額(※)の合計が８０万円以下の
者等 

２９，１６０円 ３４，９９２円 

第２段階 (割合０．６２５) 
被保険者の世帯員全員が住民税非課税で、公的年金等の収入金額及び合
計所得金額の合計額が８０万円を超え、１２０万円以下で、第１段階に
該当しない者等 

４０，５００円 ４８，６００円 

第３段階 (割合０．７５) 
被保険者の世帯員全員が住民税非課税で、第１段階及び第２段階に該当
しない者等 

４８，６００円 ５８，３２０円 

第４段階 (割合０．８７５) 
被保険者が住民税非課税で、公的年金等の収入金額及び合計所得金額の
合計が８０万円以下で、第１段階から第３段階までに該当しない者等 

５６，７００円 ６８，０４０円 

第５段階 (割合１．００) 
被保険者が住民税非課税で、第１段階から第４段階までに該当しない者
等 

６４，８００円 ７７，７６０円 

第６段階 (割合１．１２５) 
被保険者の合計所得金額が１２５万円未満で、第１段階から第５段階ま
でに該当しない者等 

７２，９００円 ８７，４８０円 

第７段階 (割合１．２５) 
被保険者の合計所得金額が１２５万円以上１９０万円未満で、第１段階
から第６段階までに該当しない者等 

８１，０００円 ９７，２００円 

第８段階 (割合１．５０) 
被保険者の合計所得金額が１９０万円以上２５０万円未満で、第１段階
から第７段階までに該当しない者等 

９７，２００円 １１６，６４０円 

第９段階 (割合１．６５) 
被保険者の合計所得金額が２５０万円以上３５０万円未満で、第１段階
から第８段階までに該当しない者等 

１０６，９２０円 １２８，３０４円 

第１０段階 (割合１．８５) 
被保険者の合計所得金額が３５０万円以上５００万円未満で、第１段階
から第９段階までに該当しない者等 

１１９，８８０円 １４３，８５６円 

第１１段階 (割合２．３０) 
被保険者の合計所得金額が５００万円以上７５０万円未満で、第１段階
から第１０段階までに該当しない者等 

１４９，０４０円 １７８，８４８円 

第１２段階 (割合２．５５) 
被保険者の合計所得金額が７５０万円以上１，０００万円未満で、第１段階
から第１１段階までに該当しない者等 

１６５，２４０円 １９８，２８８円 

第１３段階 (割合２．８０) 
被保険者の合計所得金額が１，０００万円以上１，５００万円未満で、第１
段階から第１２段階までに該当しない者等 

１８１，４４０円 

２１７，７２８円 

第１４段階 (割合３．１０) 
 被保険者の合計所得金額が１，５００万円以上２，０００万円未満で、第１
段階から第１３段階までに該当しない者等 

２４１，０５６円 

第１５段階 (割合３．４０) 
 第１段階から第１４段階までに該当しない者 

２６４，３８４円 

※ 割合…介護保険法施行令第３９条第１項各号に定める割合を標準として区が定める割合（第１

段階については、同条第５項に規定する減額賦課後の割合） 

※ 合計所得金額…地方税法第２９２条第１項第１３号に規定する合計所得金額（下記２の改正に

よる控除を含む。） 

基
準
額 
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２ 第１号被保険者の介護保険料の段階の判定に係る基準の改正 

  介護保険法施行令の一部改正（28.9.14公布、30.4.1施行）により、第１号被保

険者の介護保険料の段階を判定する基準として用いている合計所得金額（地方税法

第２９２条第１項第１３号に規定する合計所得金額）から、租税特別措置法で規定

されている長期譲渡所得及び短期譲渡所得に係る特別控除額を控除して得た額を

基準とすることに伴い、所要の規定を整備する。 

 

３ 保険給付割合の改定 

介護保険法の一部改正（29.6.2公布、30.8.1一部施行）により、現在、介護給付

費の自己負担割合が２割である第１号被保険者のうち、一定以上の所得を有する第

１号被保険者について当該自己負担割合が２割から３割に引き上げられることに伴

い、当該被保険者に係る保険給付割合を次のとおり改める。 

保険給付の種類等 
保険給付割合 

現   行 改 正 案 

要介護認定等の前に緊急

の事情等により必要と認

める場合に給付するサー

ビス費 

特例居宅介護サービス費 

特例地域密着型介護サービス費 

特例施設介護サービス費 

特例介護予防サービス費 

特例地域密着型介護予防サービス費 

サービス費の１００

分の８０ 

サービス費の１００

分の７０ 

災害等によりサービス費

の負担が困難であると認

める場合に給付するサー

ビス費 

居宅介護サービス費 

特例居宅介護サービス費 

地域密着型介護サービス費 

特例地域密着型介護サービス費 

施設介護サービス費 

特例施設介護サービス費 

居宅介護福祉用具購入費 

居宅介護住宅改修費 

介護予防サービス費 

特例介護予防サービス費 

地域密着型介護予防サービス費 

特例地域密着型介護予防サービス費 

介護予防福祉用具購入費 

介護予防住宅改修費 

サービス費の１００

分の８０を超え１０

０分の１００の範囲

内で区長が別に定め

る。 

サービス費の１００

分の７０を超え１０

０分の１００の範囲

内で区長が別に定め

る。 

 

４ 施行期日 

  １及び２は本年４月１日、３は本年８月１日 


